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文書情報マネジメント市場調査 

エンドユーザー動向調査編 

―文書管理システムの導入予定や国税関係書類の要件緩和の効果など― 

2014 年 8 月 19 日 

公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会(JIIMA) 

 

公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会(理事長；高橋通彦 略称；JIIMA）は、56 年にわたり文

書情報マネジメントメントの普及啓発に努めてきた、国内唯一の公益法人です。 

この間、マイクロフィルムの普及からスタートした活動は時代の変遷とともに変化し、現在では紙から

電子の社会をめざし「文書情報マネジメントの普及啓発」のため様々な公益活動を重ねております。

その一環として JIIMA では我が国の文書情報マネジメント関連の市場動向調査を実施しています。 

 

本日発表する 2014 年エンドユーザー動向調査は、日経リサーチの web 調査システムによって企業に

所属し情報システムや IT に関与しているビジネスマンの中から、電子帳簿保存法や e 文書法の基礎

知識のある 300 名を選択し、アンケート調査したものです。回答者の構成は文書管理関係者、内部統

制関係者、財務経理関係者がそれぞれ 30％(計 90％)、また文書管理システム導入ユーザーが 50％、

未導入ユーザーも 50％となっています。また過去３年間の調査との比較分析も行っています。 

 

(1)震災前・後の文書情報マネジメントに対する意識の変化（関連質問数 9） 

東日本大震災から４年目に入り、意識の変化は落ち着きを見せ、具体的な取り組みを実行/予定し

ているが 17％（対前年＋3％）、認識が高まったを加えると 64％（＋5％）と、着実に増加している。 

(2)文書情報マネジメント関連システムの導入予定（関連質問数 20） 

昨年と同様に 40％強のユーザが新規導入または拡張を予定している。逆に予定なし回答は 33％で

前年比 18％も低下している。導入目的については、昨年同様に効率改善 51％、コンプライアンス

48％が上位であるが、顧客サービス改善が 21％（＋8％）に対してコスト削減が 40％(-8％)に低下し

ている。また導入/拡張予定システムの用途・機能については、書類の保存管理、セキュリティ確保、

アクセスコントロールが例年上位であるが、本年調査では「電子メールとの統合」が急伸している。 

(3)国税関係書類のスキャナ保存の課題と要件緩和の効果（関連質問数 20） 

スキャナ保存を普及させるための課題として「法律が難しい」「電子化要件が厳しい」「税務署への申

請が大変」など制度面の課題を指摘した回答が 26～42％に達するなど高止まりしている。要件が緩

和された場合の対応については、 

①3 万円未満の領収書などに限る規制が撤廃された場合 50％が、 

②電子署名に代わって ID と PW による本人確認が認められた場合は 47％が、 

③電子帳簿保存法の承認を受けている前提条件が撤廃された場合は 52％が、 

④速やかに入力する期限 1 週間が 1 ヶ月に延長された場合 35％が、 

⑤スキャン 24 時間以内に必要なタイムスタンプや電子署名が１週間に延長の場合は 31％が、 

国税関係書類のスキャナ保存を検討するとの前向きの回答であった。国税関係の要件緩和による

電子化の普及効果は極めて大きいと推定される。 

 

本年調査から米国のようにスマートフォンや携帯端末で領収書等の記録が認められた場合の対応

について調査したところ、43％が前向きに検討すると答えた。潜在重要は高いと思われる。 

 

この調査報告書は、電子版を 50,000 円で有償配布致します。 お申込みは JIIMA ホームページよりお願い

いたします。 

              本件のお問い合わせは、下記にお願い致します。 

JIIMA 専務理事 長濱   E-mail  nagahama@jiima.or.jp  TEL.  03-5821-7351 

JAPAN IMAGE and INFORMATION MANAGEMENT ASSOCIATION 
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調査結果の抜粋 

１．震災前・後の文書情報マネジメントに対する意識の変化 
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２．文書情報マネジメント関連システムの導入予定 

        

 効率改善

 ビジネスプロセスの最適化

 コンプライアンス

 リスク緩和

 コスト削減

 コラボレーション　（協働作業）

 顧客サービスの改善

 納期短縮やレスポンスの改善

 競争力の強化

 テレワーク導入のため

 情報共有のため

  -

 その他

 わからない

 災害対策（DR）や事業継続

計画（BCP）のため

新規導入・拡張を予定されている文書情報マネジメントに関連したシステムの導入目的
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３．国税関係書類のスキャナ保存要件 緩和の効果 

(1) 「3 万円未満の領収書などに限る」規制が撤廃された場合 

 具体的な検討に入りたい

 効果が少ない

 その他

 わからない

     

     

     

     

     

     

     

    

　 　

 他のスキャナ保存要件緩和も行われた場合、

具体的な検討に入りたい
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（2）電子署名に代わって ID と PW による本人確認が認められた場合 

 具体的な検討に入りたい

 効果が少ない

 その他

 わからない
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具体的な検討に入りたい

　 　

17.0 

30.0 

21.0 

0.7 

31.3 

5.6 

21.0 

26.9 

0.0 

19.0 

0 10 20 30 40 50 60

（%）

2014年

2013年

2014年合計：47.0％

2013年合計：26.6％

 

(3)税務署から電子帳簿保存法の承認を得ている前提条件が撤廃された場合 

 具体的な検討に入りたい

 既に電子帳簿保存法の承認を受けている

 効果が少ない

 その他

 わからない

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

 他のスキャナ保存要件緩和も行われた場合、

具体的な検討に入りたい

　 　

 3年経過後、自由にスキャナ保存が認め

られれば、具体的な検討に入りたい
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以上 
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